
地域維持型契約方式について

地域維持型契約方式の活用 （入札契約適正化指針（H23.8.9閣議決定））

○年間を通じた工事量の平準化 （従来の担い手）
地域の

地域維持型契約方式 活用 （入札契約適 化指針（ 閣議決定））

地域維持事業の担い手の確保が困難となるおそれがある場合 ⇒ 包括して発注する方式を活用
（社会資本の維持管理や除雪、災害応急対策など）

（除雪 ＋ 除草、維持補修等） 地域の
○単体企業

○経常建設共同企業体 等

（制度の新設）

○異なる事業の組み合わせ
（道路管理 ＋ 河川管理）

○異なる工区の組み合わせ

契約
（複数年）

（制度の新設）

○地域維持型建設共同企業体
○異なる工区の組み合わせ

（A工区 ＋ B工区）

地域維持型建設共同企業体 （共同企業体運用準則（ ） 地域維持型建設共同企業体 取扱 に （ ））

① 性格 地域の維持管理に不可欠な事業につき、地域の建設企業が継続的な協業関係を確保することにより
その実施体制を安定確保するために結成される共同企業体

地域維持型建設共同企業体 （共同企業体運用準則（H23.11.11）、地域維持型建設共同企業体の取扱いについて（H23.12.9））

② 工事の種類・規模 社会資本の維持管理のために必要な工事のうち、修繕、パトロール、災害応急対応、除雪
など地域事情に精通した建設企業が当該地域において持続的に実施する必要がある工事
（維持管理に該当しない新設・改築等の工事を含まない）

③ 構成員（数 組合せ 資格）③ 構成員（数、組合せ、資格）

・ 地域や対象となり得る工事の実情に応じ円滑な共同施工が確保できる数 (当面は１０社を上限）
・ 総合的な企画・調整・管理を行う者（土木工事業又は建築工事業の許可を有する者）を少なくとも１社含む
・ 地域の地形・地質等に精通し、迅速かつ確実に現場に到達できる

④ 技術者要件 通常のＪＶよりも技術者要件（専任制）を緩和

⑤ 登録 単体との同時登録及び経常・特定ＪＶとの同時結成・登録が可能


